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１ は じ め に
日本において公的介護保険制度が発足して10年あまりたった。旧厚生省
が作った介護保険制度導入前の最初のパンフレットでは介護保険料が一月
に約500円と
(１)
あった。その数値を科学的検証もせずに鵜呑みにした「専門
家」がマスコミ等を通じコーヒー２杯分の金額で介護が受けられるのは素
晴らしいなどと宣伝して回った。ところが，その後の厚生省のパンレット
には平成12年度 (３年中期) 月額として介護保険料が約2500円と突然変更
されて掲載された。
(２)
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介護労働者の労働条件をめぐる
法的課題
筆者は，ドイツにおける公的介護保険制度導入初年である1995年に「マ
ックス・プランク外国および国際社会法研究所」に１年間の障害者法制の
在外研究の機会をえて滞在した。かの地では，介護保険制度は要介護者全
てに適用されるので，日本とは違い，年齢による適用除外はなく，要介護
状態であれば，ゼロ歳の障害児にも適用される。ドイツでは公的介護保険
制度導入までに国内議論が20年あまり続けられてきたにも拘わらず，導入
当初から種々の問題が生じた。それらの経験からすれば，日本の制度導入
の前提に種々の問題があり，予想される介護保険料額が低すぎると当時筆
者は述べた。
(３)
2000年に社会福祉事業法が社会福祉法へと改正され，2003年に福祉サー
ビスに利用契約制度が全面的に導入されるようになった。そのとき，民間
事業者が介護保険事業だけでなく社会福祉事業にも参入して競争が行われ，
サービスが向上するなどと科学的根拠もない宣伝が厚生労働省よりなさ
れ，
(４)
それに追従する ｢学識｣ 経験者などもいた。
日本の介護保険制度発足後，規制緩和の動きおよび社会福祉法制の変更
により民間事業者の参入がしやすくなった。それと相まって，要介護者な
どのための施設も一時急増し，それにともない介護労働力需要も急増した。
介護労働に対する関心が高まり，福祉系大学等も増加し，志望学生も増え
た。学校経営安定のために，社会福祉関係学科増設または新設が続き，大
学設置や学部増設も他の学問領域に関わる学部設置より緩やかに認められ
るようになり，その教員採用に対して厚生労働省が事実上介入しようとす
るなど従来の大学等の設置には見られなかった事態も生じた。しかし，介
護労働者の労働条件が必ずしも良いものではないことが明らかになるにつ
れ，人材が不足するようになり，福祉労働者養成のための学校への応募者
が減り，定員割れが生じるなどの事態が生じた。
(５)
要介護者の扱いも質的に
低下する問題が生じ，介護労働者が関わる事故だけでなく事件も顕在化す
るようになった。
「介護労働者」は「介護労働者の雇用管理の改善等に関する法律」(平
成４年５月27日法律第63号）第２条（定義）第１項が「この法律において
(桃山法学 第17号 ’11)30
「介護関係業務」とは，身体上又は精神上の障害があることにより日常生
活を営むのに支障がある者に対し，入浴，排せつ，食事等の介護，機能訓
練，看護及び療養上の管理その他のその者の能力に応じ自立した日常生活
を営むことができるようにするための福祉サービス又は保健医療サービス
であって厚生労働省令で定めるものを行う業務をいう｡」と定め，同第２
項で「この法律において「介護労働者」とは，専ら介護関係業務に従事す
る労働者をいう｡」とあるように法律自体には厳密な定義がない。周知の
ように，介護職には種々の資格があるにも拘わらず，看護職と違い業務独
占ではないから，介護業務を行う際に資格はほとんど必要ない。専門職と
しての介護労働者の質の問題を論じる必要性があるけれども, 本稿ではそ
れについては触れないで論を進めることにする。
２ 介護労働者をめぐる状況
近年，介護労働者が関わる事故または事件がしばしば生じている。その
原因は，介護労働者個人の資質に関わるものもあろうが，介護労働者のお
かれた状況に起因するものも多いと考えられる。
財団法人 ｢介護労働安定センター｣ は,「介護労働実態調査」を平成14
年度から毎年実施してきた。公表された直近のものでは，平成20年度に実
施した「事業所における介護労働実態調査」及び「介護労働者の就業実態
と就業意識調査」(調査日は原則として平成20年10月１日現在) がある。
(６)
そのⅢの２「１年間の採用率・離職率（訪問介護員，介護職員）によれば,
「１年間の採用率・離職率……「採用率22.6％，離職率18.7％｣」という
見出しがあり,「訪問介護員，介護職員の１年間（平成19年10月１日から
平成20年９月30日まで）の採用率・離職率の状況をみると，採用率は22.6
％，離職率は18.7％であった。職種別に離職率をみると，訪問介護員は
13.9％，介護職員は21.9％であった。就業形態別に離職率をみると，正社
員は18.5％，非正社員は18.9％であった。離職者のうち，当該事業所に勤
務した年数が「１年未満の者」は39.0％,「１年以上３年未満の者」は
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36.5％で，離職者の75.5％が３年未満で離職していた｡」とある。
(７)
似たような統計でさかのぼれるものとしては,「平成17年度 介護労働実
態調査について」
(８)
の ｢Ⅴ.雇用管理の状況｣があり，その中に「１年間の
採用者・離職者では，介護職員が採用率，離職率ともに高かった」とあり，
平成16年10月から平成17年11月１日の１年間の離職率では，訪問介護員は
17.7％，介護職員は22.6％であった。就業形態別に離職率をみると，正社
員は16.8％，非正社員は22.2％であった。勤続年数別では，平均で3.4年，
職種別では，訪問介護員2.9年，介護職員3.0年となっていた。
介護労働者の離職率が他職種に比べてどのような状況にあるか比べてみ
ると，上記統計と違うものを見ても，離職率が高い傾向がわかる。
「厚生労働省 平成20年雇用動向調査の統計データのうち，パートタイ
マーではない一般労働者の人数と離職理由別の退職者数を組み合わせた」
という表が掲載されている ｢離職率情報｣
(９)
によれば，離職者全体からみた
離職率は,「飲食店，宿泊業」23.8％,「運送用機械器具製造業」15.0％,
「電気機械器具製造業」14.3％についで高いのが「医療，福祉」14.2％で
ある (｢その他の事業サービス事業」17.9％除く)。個人的理由の離職では,
「飲食店，宿泊業」19.7％,「娯楽業」13.1％についで高いのが「医療，
福祉」11.6％である (｢その他の事業サービス事業」12.5％除く)。医療分
野の労働者も含まれているから，純粋に介護労働者のみの統計ではないけ
れども，離職者全体の離職率平均が12.2％，個人的理由の離職率平均が
8.6％であることをみれば，医療，福祉労働者の数値がいずれも平均値よ
り高いことがうかがえ，上述 ｢介護労働安定センター｣ の介護労働者に関
わる統計数値を裏付けるとも言えよう。
介護職員の離職率がいずれも20％を超える (｢介護労働安定センター｣
による統計数値) というのは，専門知識をもった介護労働者により介護を
受ける者にとっても好ましいことではない。介護労働者の平均勤続年数が
短いことを考えると，介護労働者が厳しい環境に置かれていることが推認
され，経験をつんだ介護労働者がいなくなることが考えられる。これはひ
いては要介護者の質の高い介護を受ける権利にも影響を及ぼしかねない。
(10)
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『介護分野における労働者の確保等に関する研究』(労働政策研究報告
書 No. 113，平成21年７月29日）
(11)
には賃金格差と離職率の相関関係につ
いて｢他職種と比較して介護従事者の賃金率が高いほど介護従事者の離職
率が低下することを示しており，仮説と整合的な結果であった。介護従事
者が介護サービス職以外に従事した場合に得られるであろう期待賃金率と
比較した時に，介護従事者の賃金率が10％上昇すると，就業形態別離職率
が1.5％低下することが認められた｡｣ とあり，さらに ｢離職率が低い介護
事業所と比較して，離職率が高い介護事業所の方が，介護従事者の相対賃
金の上昇により就業形態別離職率を低下させる影響が有意に大きいことが
わかった｡｣
(12)
とある。要するに，賃金が上昇する度合いが高いほど離職率
が低くなる，といういわば経済法則で当たり前のことがらが明らかになっ
ている。
３ 介護労働者に関わる法制度
介護保険制度が効率よく運用され，要介護者・要支援者の介護保障が実
現されるには，その財源，施設および介護をになう専門職が必要である。
ここでは，介護労働者に関わる法制度がどのようになっているか現行日本
法制を基に検討する。これは，我が国の為政者がどのような政策意図をも
って介護労働者に関わる法制度を運用していこうとするかを知るためであ
る。法制度自体に真に現状を改革しうる要素があるのか，法に内在する欠
陥や問題がないのかを以下検証していきたいと考えている。
31 介護労働者に関わる法令など
近年，介護労働者の定着率や雇用管理改善の必要が生じ，法制度などに
より，それを行うことが考えられてきた。
介護労働者の雇用管理に関わっては「介護労働者の雇用管理の改善等に
関する法律」が制定された。これ以外に下位規範として政省令が制定され，
規範ではないが厚生労働行政の常として通知なども発出された。法令およ
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び通知が現状を打開できる性質を持っているのか。以下，本稿の検討に関
わりのある主要な条文などを掲げ検討を加える。
311 「介護労働者の雇用管理の改善等に関する法律」の検討
 本法律の構成
本法は，５章および附則からなっており，以下の章立てとなっている。
第一章 総則（第一条―第五条）
第二章 介護雇用管理改善等計画（第六条・第七条）
第三章 介護労働者の雇用管理の改善等
第一節 介護労働者の雇用管理の改善（第八条―第十二条）
第二節 職業訓練の実施等（第十三条・第十四条）
第四章 介護労働安定センター（第十五条―第三十条）
第五章 罰則（第三十一条・第三十二条）
附則
章題として特徴的なのは ｢雇用管理の改善｣ であって ｢雇用の改善｣ で
はないことである。それは，法目的にも現れている。
 法目的に関わる規定
（目的）
第一条 この法律は，我が国における急速な高齢化の進展等に伴い，介護関係
業務に係る労働力への需要が増大していることにかんがみ，介護労働者につ
いて，その雇用管理の改善，能力の開発及び向上等に関する措置を講ずるこ
とにより，介護関係業務に係る労働力の確保に資するとともに，介護労働者
の福祉の増進を図ることを目的とする｡
第１条では，介護労働者に対する措置を講じ，介護関係業務に係る労働
力確保と福祉増進が図られることが目的とされている。しかし，介護労働
者のおかれている労働条件がどのようなものであり，それをどのように改
善していくかという点で政策意図を明確に推し量ることは難しい。介護労
働者の労働力需要が増大しているにもかかわらず，なにゆえ種々の問題が
生じているかの分析がなければ解決策にはなりえない。生存に関わる対人
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業務の過酷さ，低賃金，長時間労働などの諸問題を正面から見据え，解決
しようとするつもりで立法が考えられたのであろうか。
 「責務」に関わる規定
法が目的とするところの重要な文言として，｢責務｣ という文言がある。
責務とは「本来は，責任と義務の意。責任と同義で用いられる場合や，責
任をもって果たすべき職務という意味で用いられることもある｡」
(13)
とある
ように，本来は重い意味をもつ。当該法律関係者の ｢責務｣ という文言に
関わる条文は二つである (下線筆者。以下同じ)。
（事業主等の責務）
第三条 事業主は，その雇用する介護労働者について，労働環境の改善，教育
訓練の実施，福利厚生の充実その他の雇用管理の改善を図るために必要な措
置を講ずることにより，その福祉の増進に努めるものとする。
２ 職業紹介事業者は，その行う職業紹介事業に係る介護労働者及び介護労働
者になろうとする求職者について，これらの者の福祉の増進に資する措置を
講ずるように努めるものとする。
（国及び地方公共団体の責務）
第四条 国は，介護労働者の雇用管理の改善の促進，介護労働者の能力の開発
及び向上その他の介護労働者の福祉の増進を図るために必要な施策を総合的
かつ効果的に推進するように努めるものとする。
２ 地方公共団体は，介護労働者の福祉の増進を図るために必要な施策を推進
するように努めるものとする。
責務は，本来重い意味をもつ文言のはずであるけれども，筆者は上記の
意味を持つことに違和感を覚える。｢責務｣ という用語はむしろ ｢義務｣
という文言よりも軽い意味で使われることが多く,「義務」と言う文言を
意識的に避けることにより，法的責任が軽減される場合に使われる場合が
ある。責務の内容を知るには，この言葉に関わる条文の用語を全体として
見る必要がある。責務に関わる規定に ｢～ものとする｣ という文言が使わ
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れているように，｢～する｣ という文言よりも弱い表現が使われている。
これは，｢合理的な理由があれば，それに従わないことも許されるという
ような解釈がでてくる余地のありうる｣
(14)
文言である。それゆえ，この二条
文にいう ｢責務｣ は，必ずしも重い意味を持たず，法的責任や義務を回避
しかねない意味をもつと言わざるをえない。
 義務づけ規定と権限規定
「責務」に関わる規定が重い意味を持たないとすれば，次に関係する諸
機関または組織の本法における義務または権限をあらわす規定の内容がど
のようになっているか検討する必要がある。具体的な法の執行機関または
組織に重い義務を課しているのか見る必要がある。
① 厚生労働大臣に関わる規定
厚生労働大臣に関わる規定は以下の通りである。
（介護雇用管理改善等計画の策定）
第六条 厚生労働大臣は，介護労働者の福祉の増進を図るため，介護労働者の
雇用管理の改善，能力の開発及び向上等に関し重要な事項を定めた計画（以
下「介護雇用管理改善等計画」という｡）を策定するものとする。
２ ［中略］
３ 厚生労働大臣は，介護雇用管理改善等計画を策定する場合には，あらかじ
め，労働政策審議会の意見を聴くものとする。[後略］
４ 厚生労働大臣は，介護雇用管理改善等計画を策定したときは，遅滞なく，
その概要を公表しなければならない。[以下略］
（要請）
第七条 厚生労働大臣は，介護雇用管理改善等計画の円滑な実施のため必要が
あると認めるときは，事業主，職業紹介事業者その他の関係者に対し，介護
労働者の雇用管理の改善，介護労働者の能力の開発及び向上その他の介護労
働者の福祉の増進に関する事項について必要な要請をすることができる。
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（職業訓練の実施）
第十三条 厚生労働大臣は，介護関係業務の遂行に必要な労働者の能力の開発
及び向上を図るため，必要な職業訓練の効果的な実施について特別の配慮を
するものとする。
（職業紹介の充実等）
第十四条 厚生労働大臣は，介護労働者になろうとする者にその有する能力に
適合する職業に就く機会を与えるため，及び介護関係業務に係る労働力の充
足を図るため，介護関係業務に係る労働力の需給の状況並びに求人及び求職
の条件，介護労働者の雇用管理の状況その他必要な雇用に関する情報（次項
において「雇用情報」という｡）の提供，職業指導及び職業紹介の充実等必
要な措置を講ずるように努めるものとする。
２ ［以下略］
（指定等）
第十五条 厚生労働大臣は，介護労働者の福祉の増進を図ることを目的とする
一般社団法人又は一般財団法人であって，第十七条に規定する業務に関し次
に掲げる基準に適合すると認められるものを，その申請により，全国に一を
限って，同条に規定する業務を行う者として指定することができる。[中略］
２ 厚生労働大臣は，前項の規定による指定をしたときは，同項の規定による
指定を受けた者（以下「介護労働安定センター」という｡）の名称及び住所
並びに事務所の所在地を公示しなければならない。
３ ［中略］
４ 厚生労働大臣は，前項の規定による届出があったときは，当該届出に係る
事項を公示しなければならない。
（介護労働安定センターによる雇用安定事業等関係業務の実施）
第十八条 ［中略］
４ 厚生労働大臣は，第一項の規定により介護労働安定センターに行わせる雇
用安定事業等関係業務の種類及び前項の規定による届出に係る事項を公示し
なければならない。
（業務規程の認可）
第十九条 ［中略］
２ 厚生労働大臣は，前項の認可をした業務規程が雇用安定事業等関係業務の
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適正かつ確実な実施上不適当となったと認めるときは，その業務規程を変更
すべきことを命ずることができる。[以下略］
（報告及び検査）
第二十七条 厚生労働大臣は，第十七条に規定する業務の適正な運営を確保す
るために必要な限度において，介護労働安定センターに対し，同条に規定す
る業務若しくは資産の状況に関し必要な報告をさせ，又は所属の職員に，介
護労働安定センターの事務所に立ち入り，業務の状況若しくは帳簿，書類そ
の他の物件を検査させることができる。[以下略］
（監督命令）
第二十八条 厚生労働大臣は，この章の規定を施行するために必要な限度にお
いて，介護労働安定センターに対し，第十七条に規定する業務に関し監督上
必要な命令をすることができる。
（指定の取消し等）
第二十九条 厚生労働大臣は，介護労働安定センターが次の各号のいずれかに
該当するときは，第十五条第一項の規定による指定（以下「指定」という｡）
を取り消し，又は期間を定めて第十七条に規定する業務の全部若しくは一部
の停止を命ずることができる。 [以下略］
２ 厚生労働大臣は，前項の規定により，指定を取り消し，又は第十七条に規
定する業務の全部若しくは一部の停止を命じたときは，その旨を公示しなけ
ればならない。
（厚生労働大臣による雇用安定事業等関係業務の実施）
第三十条 厚生労働大臣は，前条第一項の規定により，指定を取り消し，若し
くは雇用安定事業等関係業務の全部若しくは一部の停止を命じたとき，又は
介護労働安定センターが雇用安定事業等関係業務を行うことが困難となった
場合において必要があると認めるときは，当該雇用安定事業等関係業務を自
ら行うものとする。
２ 厚生労働大臣は，前項の規定により雇用安定事業等関係業務を行うものと
し，又は同項の規定により行っている雇用安定事業等関係業務を行わないも
のとするときは，あらかじめ，その旨を公示しなければならない。
３ 厚生労働大臣が，第一項の規定により雇用安定事業等関係業務を行うもの
とし，又は同項の規定により行っている雇用安定事業等関係業務を行わない
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ものとする場合における当該雇用安定事業等関係業務の引継ぎその他の必要
な事項は，厚生労働省令で定める。
これら諸規定のうち ｢ものとする｣，｢できる｣ および ｢～しなければな
らない｣ の文言を見ると，介護労働者の諸問題に最も関わり，それらを解
決しうる厚生労働大臣の権限が実効性あるものとなるか大いに疑問に思わ
れてくる。何らかの行為をする規定の文言には ｢ものとする｣ または ｢で
きる｣ が使われている。しかし，義務付け規定となるはずの ｢～しなけれ
ばならない｣ という文言に関わる規定は，公表・公示に関わるものであり，
介護労働者の労働条件向上に直接関わるものはない。第７条に ｢介護労働
者の福祉の増進に関する事項について必要な要請をすることができる｣ と
ある。しかし，要請権限が付与されているだけであり，それも ｢介護雇用
管理改善等計画の円滑な実施のため必要があると認めるとき｣ と要請する
前にもう一つの条件を満たす必要がある。これでは介入できる実効性があ
るのか極めて不明確である。
② 都道府県知事に関わる規定
都道府県知事に関わる規定は以下の通りである。
（改善計画の認定）
第八条 ［中略］
３ 都道府県知事は，第一項の認定の申請があった場合において，その改善計
画が，当該事業主が雇用する介護労働者の雇用管理の改善を図るために有効
かつ適切なものであることその他の政令で定める基準に該当するものである
と認めるときは，その認定をするものとする。
（改善計画の変更等）
第九条 ［中略］
２ 都道府県知事は，認定事業主が前条第一項の認定に係る改善計画（前項の
規定による変更の認定があったときは，その変更後のもの。以下「認定計画」
という｡）に従って改善措置を講じていないと認めるときは，その認定を取
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り消すことができる。[以下略］
（報告の徴収）
第十二条 都道府県知事は，認定事業主に対し，認定計画に係る改善措置の実
施状況について報告を求めることができる。
都道府県知事の実際の権限は，認定およびその取消し権限のみである。
③ 介護労働安定センターなどに関わる規定
具体的に業務を行う介護労働安定センターなどに関わる規定は以下の通
りである。
（指定等）
第十五条 ［中略］
３ 介護労働安定センターは，その名称及び住所並びに事務所の所在地を変更
しようとするときは，あらかじめ，その旨を厚生労働大臣に届け出なければ
ならない。
４ ［以下略］
（業務）
第十七条 介護労働安定センターは，次に掲げる業務を行うものとする。
一 介護労働者の雇用及び福祉に関する情報及び資料を総合的に収集し，並び
に事業主，職業紹介事業者その他の関係者に対して提供すること。
二 職業紹介事業者の行う職業紹介事業に係る介護労働者に対して，その者が
賃金の支払を受けることが困難となった場合の保護その他のその職業生活の
安定を図るために必要な援助を行うこと。
三 次条第一項に規定する業務を行うこと。
四 前三号に掲げるもののほか，介護労働者の福祉の増進を図るために必要な
業務を行うこと。
（介護労働安定センターによる雇用安定事業等関係業務の実施）
第十八条 ［中略］
２ ［中略］
３ 介護労働安定センターは，第一項に規定する業務（以下「雇用安定事業等
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関係業務」という｡）の全部又は一部を開始する際，当該業務の種類ごとに，
当該業務を開始する日及び当該業務を行う事務所の所在地を厚生労働大臣に
届け出なければならない。介護労働安定センターが当該業務を行う事務所の
所在地を変更しようとするときも，同様とする。
４ ［以下略］
（業務規程の認可）
第十九条 介護労働安定センターは，雇用安定事業等関係業務を行うときは，
当該業務の開始前に，当該業務の実施に関する規程（以下「業務規程」とい
う｡）を作成し，厚生労働大臣の認可を受けなければならない。これを変更
しようとするときも，同様とする。
２ ［以下略］
（報告）
第二十条 介護労働安定センターは，雇用安定事業等関係業務のうち第十八条
第一項第一号に係る業務（第二十六条において「給付金業務」という｡）を
行う場合において当該業務に関し必要があると認めるときは，事業主に対し，
必要な事項について報告を求めることができる。
（事業計画等）
第二十一条 介護労働安定センターは，毎事業年度，厚生労働省令で定めると
ころにより，事業計画書及び収支予算書を作成し，厚生労働大臣の認可を受
けなければならない。これを変更しようとするときも，同様とする。
２ 介護労働安定センターは，厚生労働省令で定めるところにより，毎事業年
度終了後，事業報告書，貸借対照表，収支決算書及び財産目録を作成し，厚
生労働大臣に提出し，その承認を受けなければならない。
（区分経理）
第二十二条 介護労働安定センターは，雇用安定事業等関係業務を行う場合に
は，雇用安定事業等関係業務に係る経理とその他の業務に係る経理とを区分
して整理しなければならない。
介護労働者の具体的な労働条件向上に関わる機関および組織に関わる規
定を見ても，介護労働者の労働条件向上に資するような規定にはなってい
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ないことがわかる。
④ 事業主に関わる規定
事業主に関わる規定は以下の通りである。
（事業主等の責務）[再掲］
第三条 事業主は，その雇用する介護労働者について，労働環境の改善，教育
訓練の実施，福利厚生の充実その他の雇用管理の改善を図るために必要な措
置を講ずることにより，その福祉の増進に努めるものとする。[以下略］
（改善計画の認定）
第八条 事業主は，介護関係業務に係るサービスで現に提供しているものと異
なるものの提供又は介護事業の開始に伴いその雇用する介護労働者の福祉の
増進を図るために実施する労働環境の改善，教育訓練の実施，福利厚生の充
実その他の雇用管理の改善に関する措置（以下「改善措置」という｡）につ
いての計画（以下「改善計画」という｡）を作成し，これをその主たる事業
所の所在地を管轄する都道府県知事に提出して，その改善計画が適当である
旨の認定を受けることができる。
２ 改善計画には，次に掲げる事項を記載しなければならない。[以下略］
３ ［以下略］
（改善計画の変更等）
第九条 前条第一項の認定を受けた事業主（以下「認定事業主」という｡）は，
当該認定に係る改善計画を変更しようとするときは，その主たる事業所の所
在地を管轄する都道府県知事の認定を受けなければならない。[以下略］
事業主に関わる規定において，介護労働者の具体的労働条件向上を実質
的に確保するための規定はない。
 法規定にみる問題点
以上,「介護労働者の雇用管理の改善等に関する法律」を瞥見し，法の
実施主体がどう関わりうるか検討してきた。法規定から見る限り，介護労
働者の労働条件が具体的に向上すると思われる規定を見いだすことができ
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なかった。
本法に関わっては,「介護労働者の雇用管理の改善等に関する法律施行
令」(平成４年６月26日政令第233号，最終改正：平成15年12月25日政令第
555号）および「介護労働者の雇用管理の改善等に関する法律施行規則」
(平成４年６月29日労働省令第18号，最終改正：平成21年３月31日厚生労
働省令第99号）が具体的な法実施に関わることがらを定めている。しかし，
これら政省令は，その根拠法の施行に関する詳細を定めているだけで，根
拠法を超える内容になっているわけではない。それゆえ，ここでは，それ
らを縷々検討しない。
312 賃金に関わる告示などの検討
 告示 ｢介護雇用管理改善等計画の一部を改正する件｣ (平成21年８月
21日，厚生労働省告示第400号) の検討
介護労働者に関する具体的な告示が出されているので，それについて以
下述べる。これは「介護雇用管理改善等計画」(平成12年10月16日，労働
省告示第106号) が一部改正されたものである。
その「第２ 介護労働者の雇用の動向」中「２ 介護労働者の供給の見
通し」の中で「労働力人口全体については，人口が減少すると見込まれる
中，より多くの者が働くことが可能となるよう，若者，女性，高齢者等へ
の就業支援を行うが，平成24年から平成29年にかけては 多少減少するこ
とが見込まれている。
介護分野の労働力については，平成19年10月１日現在で介護保険施設及
び居宅サービス事業所等における従事者数が約211万人 (うち，介護福祉
士，訪問介護員等の介護職員数が約124万人であり，介護福祉士は約36万
人) という状況である。介護福祉士登録者数は，近年，毎年約８～９万人
増加し，平成21年３月現在で，約74万人であり，平成20年３月現在の訪問
介護員研修 (１～３級) 修了者数は約343万人に上ることから，介護関係
業務に従事していない多くの潜在的な介護福祉士等有資格者が存在してい
ると考えられる。また，１年間に介護労働者全体の約２割が離職し，離職
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者の約８割が３年未満で離職するという状況にある｡」とある。
同「第３ 計画の目標」中,「１ 介護労働者の雇用管理改善の推進に
ついて」で「 定着促進」において「介護労働者の離職率については，
平成19年10月から平成20年９月までの１年間で約19％であり，平成19年に
おける全産業の平均的な離職率である約15％に比べて高い状況であること
を踏まえ，介護サービス別，就業形態別の離職率の要因等を分析すること
等により，継続的に20％を下回るものとするとともに，全産業の平均的な
離職率との乖離をできる限り縮小する｡」と述べられている。同 ｢2 介護
労働者の能力開発｣ において ｢介護労働者の経験年数に応じた，また，介
護保険制度等の制度変更・新技術の導入に際した能力開発が求められる。
介護業務において，職業キャリアの持続的な発展を促す観点から在職者に
対し，意識的な能力開発を推進する。能力の伸長を個々の労働者の賃金や
キャリア管理に反映させることを目指す｡｣ とされる。
次に，｢第４ 介護労働者の雇用管理の改善，能力の開発及び向上を図
るために講じようとする施策の基本となるべき事項｣ が掲げられ，｢２
介護労働者の能力の開発及び向上｣ の中に ｢ 介護労働安定センター等
による介護労働者の能力開発｣ が掲げられている。そして，最後に ｢第５
その他介護労働者の人材確保や福祉の増進を図るために講じようとする
施策の基本となるべき事項｣ として ｢５ 給与等｣ の項目があげられ,
「給与等は事業者と介護労働者との間で決められるものであり，その内容
については労使に委ねるべきものであるが，事業所等の労使にあっては，
人材確保やキャリア形成の支援といった観点に立ち，介護労働者等の従業
者の給与について，キャリアと能力に見合う給与体系の構築等を図るとと
もに，他の分野における労働者の給与水準，地域の給与水準等を踏まえ，
適切な給与水準を確保していく視点が重要であるほか，事業者や事業者団
体が，介護労働者の処遇改善に向けた取組に関する情報の公表について自
主的，積極的に取り組むことが期待される。
特に平成21年度介護報酬改定に関する審議報告において示された事業者
の処遇改善に向けた取組に関する情報の公表や平成21年度補正予算に示さ
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れた介護職員処遇改善交付金を通じた介護労働者の処遇改善に関しては，
国として，その円滑な実施に努めるものとする｡｣ とし，介護職員処遇改
善交付金が出てくる。これは「介護職員処遇改善交付金実施要領｣ (平成
22年３月30日改正) に定められている。この交付金の支給要件は５つあり，
「一 平成21年10月から平成24年３月までの間，別紙１の表１に掲げる介護サ
ービスを提供する見込みがある。
二 ５に定める計算式により算出された交付金見込額を上回る賃金改善（平
成20年10月から翌年３月までの期間における介護職員の賃金（退職手当を
除く。以下同じ｡）に対する改善をいう。以下同じ｡）が見込まれた計画を
策定している。
三 賃金改善の実施期間及び方法等並びに賃金改善以外の処遇改善の内容を
記載した別紙様式２の介護職員処遇改善計画書を作成し，事業者の職員に
対して当該計画書の内容についての周知を行った上で，都道府県あて提出
している。
四 交付金の対象事業者としての申請日の属する月の初日から起算して過去
一年間（申請日が平成22年７月31日以前である場合については平成21年８
月３日から申請日までの間）に，労働基準法，労働安全衛生法，最低賃金
法，労働者災害補償保険法，雇用保険法等（以下「労働基準法等」という｡）
の違反により罰金刑以上の刑に処せられていないこと。
五 労働保険に加入している｡」となっている。
この要領の内容が一人歩きして，一人あたり月額15,000円賃金上昇する
という誤解が生じた。厚生労働省のホームページでは ｢介護職員処遇改善
交付金｣ について ｢介護職員 (常勤換算) 一人当たり月額1.5万円を交
付｣
(15)
とあり，誤誘導しかねない表現になっている。しかし，厚生労働省の
2010年３月30日付け「介護職員処遇改善交付金に関する Q＆A」中の
｢賃金改善の方法等について｣ に対する回答には ｢15,000円については，
あくまでも交付率を決定するために用いた指標であり，事業の規模や職員
体制によっては，すべての事業者に介護職員一人当たり月額15,000円の助
成が行われるわけではない｡｣ と明記されているように，誤解を生む表現
である。
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 助成金
「介護労働者の雇用管理改善等」に関わる助成金について現在あるのは
①「介護基盤人材確保等助成金｣，
(16)
②「介護未経験者確保等助成金」
(17)
およ
び③「介護労働者設備等整備モデル奨励金」
(18)
である。③は腰痛対策などが
考慮されているものであり，一般的な人件費に関わるものは①および②で
ある。
① 介護基盤人材確保等助成金
対象は特定労働者である。特定労働者とは，① 社会福祉士又は介護福
祉士，② 介護職員基礎研修修了者，③ 訪問介護員（１級)，④ サービス
提供責任者までのいずれかに該当する者で，①～③については１年以上保
健医療サービス又は福祉サービスの提供に従事した経験を持つ者，④につ
いてはサービス提供責任者としての経験を１年以上持つ者であり，①につ
いては登録日以降に雇い入れた者が対象であり，１人につき70万円が上限
として支給され，１事業主あたり（企業単位）３人までとなっている。
しかし，その内容を見ると，介護労働者の現実がわかっていないのでは
ないかと思わざるをえない。対象は，有資格介護労働者で，かつ一定年数
以上の経験者に限られるからである。介護は看護業務と違い業務独占では
ないから，介護の質を問わないような施設では，低賃金の未経験者を雇い，
マニュアル化した業務を任せることも可能である。
加えて助成額が特定労働者1人につき３ヶ月70万円であるが，これは労
働者に直接支払われなければならないものではなく，あくまで事業主に支
払われるにすぎない。
② 介護未経験者確保等助成金
これは，介護関係業務の未経験者を雇い入れ，一定期間 (６ヶ月) 定着
させた場合に，１人につき６か月間の支給対象期ごとに25万円 (雇い入れ
日において25歳以上40歳未満の者で，雇い入れ日の前日から起算して１年
前までの間に，雇用保険一般被保険者でなかった者は介護参入特定労働者
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の場合は50万円) を助成するものである。
未経験者を雇い入れることに使用者のメリットがあるとしても，この助
成金も介護労働者に直接支払われるものではないという点では今まで述べ
てきた助成金と同じである。
 各制度の検討
各制度を瞥見して注目すべき点を以下に述べる。
第一に，告示 ｢介護雇用管理改善等計画の一部を改正する件｣ では「給
与等は事業者と介護労働者との間で決められるものであり，その内容につ
いては労使に委ねるべきものである」とし,「介護労働者の処遇改善に向
けた取組に関する情報の公表について自主的，積極的に取り組むことが期
待される｡」などと述べている点である。労働条件向上は労使に委ねられ
るべきといっても，介護保険制度により収入は限界があることを無視して
おり，情報の公表などで労働条件が向上することは期待しえない。
第二に，助成金などが受給できるのは使用者であって介護労働者ではな
いことである。助成金を受給できるから，使用者には何らかの雇用のため
のインセンティヴは生じるであろう。しかし，助成金が全額または部分的
にも介護労働者に直接払われるのではないから，介護労働者の賃金上昇な
どの労働条件向上には直接役立つとは限らない。
第三に，助成金が受給できるのは，その事業者の下で，一定期間介護労
働者が勤務することが必要なことである。その要件を満たせる事業者より
も，そうでない事業者に雇用されている介護労働者の労働条件向上が必要
であるのに，それが役立つことがあまりないことが予想されることである。
賃金が良ければ，離職率も低くなるという前述した統計結果を考慮すれば，
上述のような制度は，効果が期待できるか疑問に思われる。
第四に，助成金などの支給期間が限定されており，それが終われば労働
条件が悪化しかねないことである。障害者雇用にあたり助成金が支払われ
た後，それがなくなったら，障害者が自主退職（事実上の解雇）に追い込
まれたという事実があり，それと同じような問題が生じないという保証は
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ない。
第五に，上述のような制度自体がもつ欠陥として，介護労働者の根本的
な労働条件を総体として向上させる点での配慮が欠けていることがあげら
れる。介護労働者の離職率が高いのは，全体的に労働条件が良くないこと
に起因し，それを改善しなければ真の意味の雇用改善にならない。現状認
識において問題点がわかっているとしても，それを根本的に変革する制度
となっていないところに問題がある。
32 「介護労働者の労働条件の確保・改善対策の推進について」(平成21
年４月１日，基発第0401005号)の検討
厚生労働省関係の法制度の実際の運用に関わっては，通知による制度運
用が図られてきたのが通例である。通知は上級行政庁が下級行政庁を拘束
するだけであって，直接的に国民を拘束する規範力をもたない。しかし，
今まで，厚生労働省は，通知を使うことにより事実上の制度運用をしてき
た過去があり，その基になる通知を検討しないと政策意図を読みとること
ができない。以下，検討の参考とするためにその全文を掲げる。
※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※
基発第0401005号
平成21年４月１日
都道府県労働局長 殿
厚生労働省労働基準局長
（公印省略）
介護労働者の労働条件の確保・改善対策の推進について
介護労働者の労働条件については，介護労働者の数が大きく増加している中，
これまでもその確保・改善に努めてきたところであるが，依然として，労働時
間，割増賃金等を始めとした労働基準関係法令上の問題が認められるところで
ある。
ついては，今後の介護労働者の労働条件の確保・改善対策を下記により推進
することとしたので，その実施に遺漏なきを期されたい。
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記１ 基本的な考え方
 基本的な考え方
介護保険法の施行以来，介護労働者及び介護労働者を使用する事業場の数は
いずれも大きく増加しており，中には，事業開始後間もないため，労働基準関
係法令や労務管理に関する理解が十分でない事業場も少なくない。
介護労働者の労働条件に関しては，これまでも平成16年８月27日付け基発第
0827001号「訪問介護労働者の法定労働条件の確保について」(以下「訪問介護
通達」という｡）等により，その確保・改善に努めてきたところであるが，労
働局における監督指導結果等をみると，依然として，労働時間，割増賃金，就
業規則等に係る法違反が多く認められるほか，衛生管理体制が未整備であるな
ど，労働条件の基本的な枠組みが確立していない事業場が多い状況にある。
一方で，介護労働者についてはその離職率が高く，人材確保が困難であると
いった実態がみられることから，介護労働者の処遇を改善し人材確保に資する
ものとなるよう，平成21年度介護報酬改定がなされたところである。
このような状況を踏まえ，労働基準行政においては，職業安定行政はもとよ
り都道府県等と連携しつつ，あらゆる行政手法を通じて，介護労働者の労働条
件の確保・改善対策の一層の効果的な推進を図るものとする。
 対 象
本対策は，老人福祉・介護事業を中心として，障害者福祉事業，児童福祉事
業等も含め，介護労働者を使用する事業場を対象として推進すること。
２ 対策の重点事項
介護労働者の労働条件の確保・改善については，介護労働の実態を踏まえ，
特に問題が多く認められる事項等を次のとおり重点事項として取りまとめたの
で，事業の態様及び労働者の就業形態に応じてその徹底を図ること。
なお，対象とした事業場に使用される介護労働者以外の労働者についても，
同様にその労働条件の確保・改善を図ること。
 介護労働者全体に係る事項
ア 労働条件の明示
① 労働契約締結時の労働条件の書面交付による明示
② 有期労働契約の締結，更新及び雇止めに関する基準を定める告示（平
成15年厚生労働省告示第357号（以下「雇止めに関する基準」という｡)）
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に定める更新の有無等の明示
イ 就業規則
① 全労働者に適用される就業規則の作成，届出
特に，短時間労働者を始めとするいわゆる非正規労働者（以下「非正
規労働者」という｡）にも適用される就業規則を作成すること。
② 記載内容の適正化
特に，就業規則の内容が就労実態からみて適正でない場合には，就業
実態に合致した内容とすること。
③ 労働者に対する周知
ウ 労働時間
① 労働時間の適正な取扱い
特に，交替制勤務における引継ぎ時間，業務報告書等の作成時間，会
議・打ち合わせ等の時間，使用者の指示に基づく施設行事等の時間及び
その準備時間，事業場から利用者宅や利用者宅間の移動時間等の労働時
間を適正に把握，管理すること。
② 「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関する基準」
(平成13年４月６日付け基発第339号）に基づく労働時間の適正な把握
③ 変形労働時間制等の適正な運用
④ 時間外労働・休日労働協定の締結・届出
⑤ 時間外労働・休日労働協定の範囲内での時間外労働・休日労働の実施
エ 休憩及び休日
① 休憩時間の確保
特に，夜間や昼食時間帯における所定の休憩時間を確実に取得させる
とともに，休憩時間の自由利用を保障すること。
② 法定休日の確保
特に，夜間勤務者について，暦日（午前０時から午後12時まで）の休
業を確保すること（夜勤を終了した日（夜勤明けの日）を法定休日とし
て取り扱うことは，原則としてできないこと｡)。
オ 賃金等
① 賃金の適正な支払
特に，労働時間に応じた賃金の算定を行う場合には，上記ウ①に留意
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し，引継ぎ時間等の労働時間を通算した時間数に応じた賃金の算定を行
うこと。
② 時間外労働・休日労働及び深夜業に係る割増賃金の適正な支払
③ 最低賃金額以上の賃金の支払
④ 休業手当の適正な支払
⑤ 賃金台帳及び労働者名簿の調製及び保存
カ 年次有給休暇
① 年次有給休暇制度及びその運用の適正化
特に，非正規労働者についても法定の年次有給休暇を付与すること。
② 不利益取扱いの禁止
キ 解雇及び雇止め
① 解雇手続及び雇止めに関する基準に定める雇止め手続の適正化
② 労働契約法の遵守
ク 安全衛生
① 衛生管理者の選任等，衛生管理体制の整備
② 法定の健康診断及びその結果に基づく措置の確実な実施
特に，深夜業従事者に係る６か月に１度の定期健康診断，常時使用す
る短時間労働者等に係る定期健康診断及びこれらの結果に基づく措置を
確実に実施すること。
③ 「過重労働による健康障害を防止するため事業者が講ずべき措置」(平
成18年３月17日付け基発第0317008号）に基づく過重労働による健康障
害の防止
④ 労働災害の防止
特に,「職場における腰痛予防対策指針（平成６年９月６日付け基発
第547号)｣,「交通労働災害防止のためのガイドライン（平成20年４月３
日付け基発第0403001号)」等を踏まえた労働災害防止対策を実施するこ
と。
 訪問介護労働者に係る留意事項
訪問介護労働者については，上記に掲げる事項のうち，特に，
ア 移動時間等の労働時間を適正に把握すること
イ 休業手当を適正に支払うこと
介護労働者の労働条件をめぐる法的課題 51
等，訪問介護通達記の２に掲げる事項が適正に取り扱われるよう留意すること。
３ 具体的な手法
 集団指導等
介護労働者を使用する事業場に対しては，各種のパンフレットや本省実施の
「訪問介護労働者の労働条件改善事業」により作成する各種モデル様式等を活
用し，上記２の重点事項を中心とした労働基準関係法令等について，関係機関
との連携を図りつつ，効果的な集団指導及び自主点検を実施するとともに，あ
らゆる機会をとらえて周知すること。
 監督指導
労働基準関係法令に係る問題があると考えられる事業場に対しては，監督指
導を実施すること。
４ 関係機関との連携
 都道府県等との連携
介護保険事業の許可権限等を有している都道府県，政令指定都市及び中核市
や，介護保険の保険者である市町村において実施される，事業者に対する説明
会の機会をとらえて労働基準関係法令に係る説明を行う等，都道府県等と適切
な連携に努めること。
また，本対策を効果的に推進するため，介護労働者の労働条件の確保・改善
上の問題点等について，都道府県等に対して，情報提供を行うこと。
 職業安定行政との連携
職業安定行政においては，介護労働者の雇用管理の改善に取り組む事業主を
支援するための助成金制度，介護労働安定センターにおける雇用管理責任者
講習等，事業主がこれを活用することで労働条件の確保・改善に資することと
なる各種の取組を実施していることから，必要に応じてこれとの連携を図るこ
と。
※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※
全文を掲げた通知を瞥見して気づくことは以下の通りである。
第一に,「１ 基本的な考え方」の「基本的な考え方」とする記述に
問題意識が現れており，筆者と同じような現状認識が記されているけれど
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も，その後の論理展開がその解決策になっていない点である。
第二に「２ 対策の重点事項」を一読すると，労働基準法を再読させる
ような通知であることがわかることである。どのような職種であれ，使用
者であれば，これらは当然知っていなければならない内容である。ここに
は,「ア 労働条件の明示｣,「イ 就業規則｣,「ウ 労働時間｣,「エ 休憩及
び休日｣,「オ 賃金等｣,「カ 年次有給休暇｣,「キ 解雇及び雇止め」およ
び「ク 安全衛生」と事細かに述べられているように見えるが，これは介
護労働者であろうとなかろうと使用者が労働者に対して周知徹底させてお
かなければならない事項である。要するにこの通知は，介護労働者に関わ
る特別な配慮を要するような内容のものではない。労働条件明示義務 (労
働基準法第15条第１項) に違反すれば，同法第120条第一号により，30万
円以下の罰金に処せられる可能性がある。これを縷々述べねばならないほ
ど，介護労働者を扱う職場では労働基準法遵守が徹底していないというこ
とであろうか。それを細々と通知で述べなければならないところにこの通
知のもつ異常さがある。
第三に，上述のような当たり前のことを守れという通知を発しているこ
との労働行政に関わる問題性があげられる。労使関係におけるごく当たり
前のことをおおまじめに通知していることは，本来最低限の基準として守
られなければならないものが労働行政によって守られてこなかった証明で
もある。雇用管理の徹底を通知で是正するばかりではなく，その原因を厳
密に分析して，それを打開するように労働政策を行ってこなければいけな
かった。そこにこの通知の問題点がある。
本来ならば，法制度により介護労働者の労働条件が向上させられるべき
であった。しかし，この通知を詳細に見ると，実際には一般労働者に対す
るものをやや詳細に定めたものにすぎないと言わざるをえない。その基本
となるものは労働条件の明示や超過勤務手当の支払などである。しかし，
これは労働法とりわけ労働基準法を知っている者なら，使用者がごく当た
り前に行わなければならないことがらである。本来，労使関係において法
律上必ず行われていなければならないことをただ羅列しているだけである。
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これは，今日の日本の一般的な労使関係においても，労働条件の明示や超
過勤務手当支払が不明確なままにされていることが反映しているともいえ
よう。
４ 小括──介護労働者の法的地位向上のために
以上，法令および通知に内在する論理では，現在の介護労働者に関わる
諸問題を解決出来ないことをみてきた。問題と思われるのは，福祉労働が
どういう性格のものであるか真に理解した上で，このような法令や通知が
作られてきたか，関係法令や通知からは読みとれないことである。福祉労
働は，非定型性，熟練性および専門性という特質を持っている。必要にか
られて残業をする場合もある。労務管理をしっかりすれば労働条件が向上
するなどという弥縫策で介護労働者に関わる諸問題が解決できるものでは
ない。財源なき政策は画餅にすぎないことが全くわかっていない法制度が
作られてきたといえよう。
介護労働者の労働条件向上をめざそうとした法制度などは実際には労働
条件を改善することにはならないことを見てきた。これは，現行法制度に
内在する欠陥によるものであり，それに基づいて政省令および通知が作ら
れてきているから，種々の制度は根本的解決策にならない。
行政改革の一環である規制緩和の基本的な考えの一つは，競争によるサ
ービス向上であった。たしかに，通信などでは電電公社が独占していた通
信環境に他社が入ることによって競争が行われ，利用者へのサービスが向
上した場合がある (傘下労働者の解雇が多発し，労働条件が悪化したこと
はここでは述べない)。しかし，これは同じ電話線で複数のサービスを選
べるという極めて特殊な条件のもとでのみ可能であった。同じ民営化であ
っても，1987年の国鉄民営化は，従来国鉄が提供してきた交通弱者の移動
手段を減少させたり，無くしたりした結果，自由な交通の基盤が大いに奪
われたことを看過してはならない。
競争できる条件がないものをあたかも競争できるかのような幻想をふり
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まくことによって，福祉サービスが向上するかのような世論誘導がなされ
てきた。日本全国における介護老人福祉施設の待機者が数十万人単位で存
在することを考えれば，利用者が自由に事業者や施設を選べるような状況
は日本にない。そのような状況下で競争原理がはたらくはずがない。仮に
十分に施設や事業者があったとしたら，それにかかる費用は膨大なものと
なり，介護保険料や租税にはねかえることは必至である。介護保険制度が
維持されているのは，膨大な待機者を家族などが基本的人権を阻害されな
がら介護してきた日本型「福祉」によるところが大きい。
競争すればサービスが向上し，それに負けた者は市場から退場するので
良質なものしか残らないと喧伝されてきた。しかし，同じサービス業，例
えば，理容美容業と介護サービス事業を比べて見れば，このような論理が
前提条件を欠いていることがすぐにわかる。前者においては報酬が公定さ
れていないのに対し，介護保険制度によるサービス提供は報酬上限が公定
されている。
(19)
理容美容業ならば，サービスが良ければ，顧客も増え，労働
者にもそれ相応の報酬の増加が見込める。顧客も資力に応じた支払をする
ことにより，相応のサービスを受けうる。利用者も，極端な場合は理容美
容業を一切利用せず自分で整髪することもできるし，それが生存に関わる
ことは通常ない。
しかし，介護職員によるサービスを受ける必要が生じれば，受けなけれ
ば生存に関わる場合が多く，事業者も限られているから，自由に選ぶこと
もできない。
(20)
そもそも，競争で社会福祉サービスが向上するであろうか。
競争で介護労働者がサービスの向上をしたとしても，給与が増加するわけ
ではない。事業者報酬は，上限が定められているから，介護労働者が努力
したところで単価を超えた支払を受けることは法制度上ありえない。サー
ビスを改善した (当然労働強化になる) ところで，受け取る報酬が増える
わけではないから，サービスを改善する経済的インセンティヴは介護労働
者に生じない。競争によりサービスが向上するというのはフィクションで
あることが容易にわかる。
また，競争すれば価格が下がるというのもフィクションである。離職率
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の高さから見てわかるように，現在の介護労働者の労働条件は，雇用を継
続しうるような条件下にはない。一定のサービスについて単位時間当たり
上限のある報酬が定められているのが介護保険制度である。競争したとこ
ろで，介護報酬が独自に下げられるわけではない。なにを根拠に競争すれ
ば価格が下がるといえるのであろうか。
介護労働者が良質の介護労働を提供した場合に要介護者やその周囲の者
から感謝される場合があっても，それが利益に直結するわけでもない。感
謝されればまだ良い方で，食事介助をした後で，重度認知症の要介護者に
｢食事させてもらっていない｣と苦情を言われたり，それを聞いた要介護者
親族から介護労働者が批判されたりする場合がある。また，要介護者親族
が介護者の処遇が悪いと偶然感じた場合に苦情を言われたり，ヘルパー交
代を申し込まれたりする場合がある。
介護労働者がいくらサービス向上のための努力をしても，それに対して
何らかの利益をもたらすように使用者が動くこと自体制度上難しい。施設
を経営する使用者自体も中小企業経営者に近い存在である場合が多く，福
利厚生などで報いる余力が乏しい。常勤換算が広く認められるようになっ
たため，専任職員を雇わず，複数の短時間労働者でサービスの切り売りが
なされれば，介護労働者どうしの申し継ぎができなくなる。これは，要介
護者などの状態に重要な問題が生じていてもそれを見逃すという問題を引
き起こしかねない。
介護労働者の労働条件を考える場合に必要なことは，介護労働者本人の
条件を向上させるだけでなく，介護労働者が扱う要介護者などに対する介
護の質向上にどう反映させられるかである。介護労働は，人間による行為
がその大半を占める。介護の質を考えると，それに関わる介護労働者の労
働条件の善し悪しが大きく関わってくる。介護保険制度により介護が権利
になったと喧伝されてきたけれども，介護労働者がその権利実現をになえ
る条件下にならなければそれは実現しない。要介護者などの介護請求権を
実現するために最も身近にいる者の多くが介護労働者である。
その労働条件向上をめざすために必要な点の第一は，あるべき日本の国
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家像をどう作るかである。本稿はそれを主眼とするものではない。しかし，
社会保障確保が国家の主目的の一つであり，財政面でも非常に大きな位置
を占めている現代日本において，しかるべき国家像を描き，それに応じた
社会保障制度を考える必要がある。なぜ，これが問題になるかといえば，
社会保障の水準が国民生活一般の水準に大きく影響を与えるからであり，
それが労働者の生活水準に反映するからである。
第二に，介護労働者の労働条件改善の法制度と改善できる方策が実質的
に作られなければならない。本稿で検討してきた法制度は不完全であり，
現行法制度が介護労働者の労働条件の最低基準さえも保障または補償する
ものではない。社会保険型の介護保障だけでなく，公的保障 (租税負担)
による労働条件保障がされる必要がある。
(2010年８月31日)
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